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研究成果の概要（和文）：第一に、日本における戦後の「生活」の安定と、高度経済成長期

における「賢い消費者」の育成は、主として女性を担い手とした「生活の組織化」の側面

を持ち、戦後から高度経済成長期にいたる「生活の安全保障」の基盤となっていたことが

明らかとなった。第二に、この経験に注意を払うことが主として途上国における ESD の

展開に有用であることが示唆されると同時に、現代日本においては消費者の市民的側面の

醸成が課題となった。 

 
研究成果の概要（英文）：First, it was proved that the stability of “Livelihood” in postwar 
and training to be “well-educated consumer” in the rapid economic growth period of 
Japan has the aspect of “the organization of livelihood” under women responsibility, 
and it had been the foundation of the “security of livelihood” from post-war to the rapid 
economic growth period. Second, it was suggested that paying attention to this 
experience is mainly useful for development of ESD in the developing countries. In 
addition, there is an issue in building the consumers citizenship in Japan. 
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１．研究開始当初の背景 

 国際的に展開されている「持続可能な開発
のための教育」（ESD）はもともと日本から
の提唱で始まったが、その日本が有した開発
経験を振り返ることによって、主として途上
国における ESD への示唆を与えることがで

きるのではないかと考え、すでに提唱されて
いる「生活の安全保障」概念に着目した。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、国際的制度化が進行中の
ESD への生活科学からのアプローチとして、
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「生活の安全保障」概念を提示することによ
って次の２点の貢献を果たすことにある。 

 第一に、主として途上国における「持続可
能な開発のための教育」戦略に対して、日本
における「開発」経験の背景にあった「生活
の安全保障」に関する知見を示すことである。
具体的には、日本が高度経済成長を遂げた根
底にあった生活改良普及事業や生活改善運
動、戦後の生活文化運動等の功績とともに、
女子教育（家庭科）や生活者運動などの歴史
を整理することによって、特に途上国での
「持続可能な開発のための教育」戦略への貢
献をはかることである。第二に、日本で進行
中の「持続可能な開発のための教育」実践へ
の貢献として、環境先進国における事例を
「生活の安全保障」の側面から検討し、そこ
で得られた知見から、日本における実践に欠
けている課題を明らかにすることである。 

 

３．研究の方法 

 日本における「生活の安全保障」経験につ
いては、生活者（消費者教育）運動、生活綴
方・生活記録運動、生活改善運動、生活改良
普及事業等に関する先行研究を整理したう
えで、可能な限りインタビューを行なった。
ESD関連については、ネパール調査を実施す
るとともに、ユネスコ主催の「国連 ESDの 10
年」中間年会議（於：ボン）や PERL国際会
議（於：イスタンブール）等の国際会議や、
日本における各種会合等で情報交換を行っ
た。 
 
４．研究成果 
＜2008年度＞ 

「生活の安全保障」の意義について明示化
を図るとともに、「国連・持続可能な開発の
ための教育の 10年」（「国連 ESDの 10年」と
略）が開始されて中間年にあたる国内外の動
向把握に努めた。 
 まず、日本が高度経済成長を遂げた背景の
根底には、「生活の安全保障」として、生活
改良普及事業、生活改善運動、消費者教育等、
「生活の組織化」への「女性の動員」があっ
たこと、同時に戦後の「生活」という用語に
は民主的志向を見出すことができ、今日の総
合的学習の嚆矢といえる問題解決型学習や
生活教育はＰＬＡとの、生活綴方教育や生活
記録運動はフレイレの教育実践との親和性
が高いこと、こうした日本の経験が有する特
異性は、「持続可能な開発」と「教育」につ
いて考察するうえで検討するに値すること
等が明らかとなった。 

ESD の動向については、8 月にスイスのル
ツェルンで開催された IFHE100周年記念大会
に参加し、ESD をテーマにした研究が、従来
の環境教育や開発教育といった枠組みを超
えて広く進展していることを確認した。また、

3月には「ESDの 10年」のこれまでを振り返
り今後のあり方について議論をする中間年
レビュー会合としての位置づけの「ESD 国際
会議」がドイツのボンで開催され、それに参
加することが許された。同会議は「ESDの 10
年」のリード･エージェンシーであるユネス
コが主催し、各大臣・政府関係者、大学、Ｎ
ＧＯを含む 150カ国以上・約 700名が集まっ
たものであり、最新の動向を把握することが
できたと同時に、ＵＮＥＰが中心となった
「持続可能なライフスタイルと責任消費」に
関するワークショップに参加することで、こ
れまでの研究との整合性および今後の展開
の可能性について確信を持つことが出来た。 
＜2009年度＞ 
引き続き国連 ESD の 10 年の動向把握に努

めるとともに、「生活の組織化」に関する考
察を深めた。そのうち、生活綴方や新教育運
動の今日的意義について整理し、学会発表を
行った。また、「生活の安全保障」アプロー
チによる ESDの有効性について、連携研究者
の丸山は２月に熊本県小国町を、研究代表者
の松葉口は研究協力者のシュレスタととも
に 3月にネパールを調査し、日本の経験の意
義について示唆を得た。 
特にネパールでは、本研究テーマの包括的

示唆を得ることができた。具体的には、世帯
内へのバイオガス導入の現状とフェアトレ
ードの生産現場について調査を行うととも
に、ESD 推進を担っているユネスコや地域セ
ンター、ジェンダー課題については UNDP 等
で情報交換を行ない、さらに女性団体との交
流を図った。その結果、世帯内におけるバイ
オガスの導入が有効であるか否かについて
は女性の果たす役割が大きく、それはその女
性が受けた教育レベルと相関関係にあるこ
とが示唆された。例えば、教育レベルが低い
場合にはバイオガスを導入してもその使い
方がわからず有効利用できない一方で、教育
を受けた女性は上手く活用して家事労力の
軽減と自由時間の確保を実現していた。これ
らから、女子教育の重要性とともに、日本の
かつての生活改良普及事業のような啓発活
動の存在の重要性が示唆された。また、自然
保全活動においても、今後はジェンダーと階
級視点が重要であることを確認することが
できた。 
以上、「生活の安全保障」と ESDとを繋げ

るうえで、ジェンダー課題を含む日本の経験
の意義を再確認することができた。 
＜2010年度＞ 
これまで収集した生活改良普及事業、生活

改善運動、消費者（生活者）運動等、「生活」
をめぐる運動および啓発活動に関する資料
の確認・整備・直接取材を続行したが、高齢
による他界という現実にも直面し、今後この
作業を急ピッチで進める必要性を痛感した。 



 

 

日本国内におけるESD実践の現状と課題を

整理するためのモデル実践例の収集も引き続

き行った。具体的には、畜産・ワインやクリ

ーンエネルギーで有名な岩手県葛巻町、葉っ

ぱビジネスやゴミ・ゼロ宣言で有名な徳島県

上勝町など、過疎化・高齢化という現実のな

かで地元の生活資源を上手く活用して地域再

生をめざす事例について調査した結果、そこ

には次世代につなぐ「学びの場」をはじめと

したNPOや社会的企業の活動および女性たち

の活躍が重要な意味を持っていることをあら

ためて確認することができた。 

3月には、PERL（Partnership for Education 

and Research about Responsible Living）国

際会議に出席し、「持続可能な消費（生活）

」に関わる国際的動向を把握するとともに、

消費者市民教育の先進事例として、スペイン

消費者庁および現場教師から、スペインにお

ける消費者市民教育の動向について情報収集

を行なった。いずれも、社会のあり方を主導

する消費者市民の考え方が徹底しており、今

後、日本におけるESD実践への新たな視点につ

いてまとめるうえで多くの示唆を得ることが

出来た。 
＜2011年度＞ 

これまでの成果をもとに、「生活の安全保
障」に不可欠なものとして、地域における生
活資源の再発掘・再評価とそれに基づく生活
資源の再編・創造、および次世代へつなぐ装
置としての教育とジェンダー等を確認した。
また、ユネスコスクール全国大会等の ESD関
連集会や、ESD の先駆的実践校である柳川小
学校等の各種授業研究会等に参加して意見
交換することによって、学校を地域の核とし
て位置づけることの意義について確認する
ことができた。さらに、「国連 ESDの 10年」
を提唱した日本が有する「生活の安全保障」
経験に関する成果は、ESD の重要テーマの一
つでもある「持続可能な消費（生活）」と特
に密接に関わっていることを確認すること
ができた。これら得られた成果は、日本にお
ける今後の展開のあり方に重要な視点であ
り、教育関係者をはじめとして広く一般市民
への広報をはかった。 
 ESDをめぐる諸論考や実践は、これまで主と

して環境教育や開発教育からのアプローチが

多かったが、本研究は「環境」や「開発」の

前提として「生活」の安全保障があるという

立場からアプローチしたものである。その結

果、日本固有の「生活」をめぐる諸論点とそ

こに潜むジェンダーの問題が明らかとなり、

そのことに無自覚に日本の経験を途上国の「

持続可能な開発」戦略に伝えることの危険性

について、問題提起することができた。 
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